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移動解体現場モニタリング結果の概要 
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１．調査目的 

平成 13 年度に策定された「廃棄物焼却施設内作業におけるﾀﾞｲｵｷｼﾝ類ばく露防止対策

要綱（平成 13 年 4 月 25 日付け基発第 401 号の 2）｣（以下「対策要綱」という。）によ

れば、焼却炉の解体作業においては、解体前に付着物の除去を行うこととされており、

焼却炉を切り離して（以下「除去前解体」という。）処理場に移動後、付着物を除去す

る作業方法（以下「移動解体」という。）は想定していない。しかし、小規模焼却炉の

解体においては、現に行われている実態があり、対策要綱を実態に即したものに見直す

必要がある。このため対策要綱見直しの際の基礎情報を得ることを目的として、実際に

行われている移動解体の作業方法の実態及び必要な測定を実施するものである。 

調査の全体ﾌﾛｰは下図のとおりである。 

 

【現地踏査・資料調査・ﾋｱﾘﾝｸﾞ】 

小規模焼却炉の現況把握 

                 ・構造 

                 ・残留灰の状況 

                 ・老朽化の状況等 

中間処理場の現況把握 

・施設配置 

・主要設備 

・作業員の安全対策 

・環境対策等 

↓ 

【設置現場の調査・測定】 

除去前解体時のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定 

現地養生・吊り上げ・積込み・運搬方法のﾁｪｯｸ 

↓ 

【中間処理場の調査・測定】 

移動解体時の作業環境測定（作業前にも１回測定） 

除染・解体作業内容のﾁｪｯｸ 

↓ 

【調査結果のとりまとめ】 

ﾁｪｯｸﾘｽﾄ項目の確認結果 

測定分析結果のとりまとめ（環境・作業者への影響） 

 

調査の全体ﾌﾛｰ 



２．調査内容 

２－１．焼却炉解体実態調査 

現地養生から中間処理場での除染・解体作業までの一連の作業手順を、現地確認ま

たは施工業者へﾋｱﾘﾝｸﾞを行い、移動解体工法ﾁｪｯｸﾘｽﾄ記載事項（下表参照）について

の実態調査を行った。 

 

移動解体工法ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

 

 

 

 

 



２－２．ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定調査 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度の測定方法の全般的事項は、対策要綱に準じて行った。測定内容は

以下のとおりである。 

 

  ２－２－１．設置現場測定項目 

  （１）事前追加調査試験 

    ①炉内付着物中のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度（1 検体） 

    ②周辺地表部の表層土壌中のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度（1 検体） 

 

  （２）設置箇所空気中ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定（1 検体） 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度はｶﾞｽ状及び粒子状の合算で算出する。現地養生・吊り上げ・積込

み作業時間を対象に 2 時間採取した。 

    ①当該焼却炉より風上側１０ｍ地点（1 検体） 

    ②当該焼却炉より風下、養生ｴﾘｱ内２ｍ地点（1 検体） 

 

  （３）風向風速測定（現地養生・吊り上げ・積込み作業時間を対象に 1 箇所連続測定） 

 

  （４）焼却炉吊り上げ時の残留灰落下飛散量状況調査（1 検体） 

 

  ２－２－２．中間処理場測定項目 

  （１）作業前作業環境測定 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度はｶﾞｽ状及び粒子状の合算で算出する。作業を実施していない状況

で 2 時間連続採取した。 

    ①併行測定 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類および粉じん濃度測定（実測）（1 検体） 

    ②Ａ及びＢ測定 粉じん濃度（デジタル粉じん計による 10 分間測定×６地点） 

 

  （２）除染、解体中作業環境測定 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度はｶﾞｽ状及び粒子状の合算で算出する。解体作業中を対象に 2 時間

連続採取した。 

    ①併行測定 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類および粉じん濃度測定（実測）（1 検体） 

    ②Ａ及びＢ測定 粉じん濃度（デジタル粉じん計による 10 分間測定×６地点） 

 



３．調査結果 

 ３－１．基本情報の整理 

  ３－１－１．小規模焼却炉の基本情報 

  （１）焼却炉の状況  

・事前調査結果：ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度 0.014ng-TEQ/g（自治体による調査結果） 

  （２）焼却炉の現況構造等 

・外 寸 ：h=1,450mm w=950mm b=1,100mm 

・重 量 ：残留灰重量も含め約 2.5 ﾄﾝ（ｸﾚｰﾝ吊り上げ時の計測値） 

・設置状況：底盤がない構造のためｺﾝｸﾘｰﾄ舗装を直接基礎として（ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装基 

盤厚約 60mm）その上に設置されている。 

・構 造 ：焼却炉本体はｺﾝｸﾘｰﾄ鉄筋で火格子を有し、炉内部に耐火材が貼られ

ている。ごみの投入口および焼却灰の搬出口があるがともに扉はなく開口

されたままとなっている 

使用当時は煙突があったものと思われるが現在は根元から存在してお

らず、開口されたままとなっている。 

その他、二次燃焼室や集塵機といった主燃焼室以外の設備は存在しない。 

当該焼却炉は底盤が存在しない構造のため、炉本体をそのまま吊り上げ

た場合、炉内部の残留灰が外部へ飛散するため、吊り上げの作業には特に

注意が必要となる。 

 （３）焼却炉内および周辺部の残留灰等の状況 

炉内部には残留灰が目視で約 0.04m3 存在していた。耐火材表面には焼却時に発

生した未燃物が原因と思われる黒色の付着物を確認した。 

また、焼却炉から約 2m 離れた周辺土壌表面（範囲約 1.5m×3.0m）に焼却炉由

来と思われる焼却灰が散在していた。 

 

（４）焼却炉の老朽化状況 

焼却炉本体のｺﾝｸﾘｰﾄ表面に多少のひび割れを確認した。金属部分は全箇所におい

て鉄錆が発生しており腐食が進んでいた。 

 

３－１－２．中間処理場の基本情報 

  （１）中間処理場の位置等 

・施設の位置づけ：廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14 条第 6 項の許可を 

知事から受けた廃棄物焼却施設に係る燃殻、汚泥及びばいじんを洗浄・分

離する施設（焼却炉解体施設）として位置づけられている。 

・洗浄能力（使用水量）：3.2t/日(8 時間) 

・建屋の構造：広さ 13m×9m、高さ約 8m の鉄骨造防災ｼｰﾄ貼り構造。内部壁面 



は高さ約 4m まで特殊ﾌｨﾙﾑで覆われている。 

床面はｺﾝｸﾘｰﾄ構造で自然勾配により集水ﾋﾟｯﾄに集水可能な構造となっ

ている。また、洗浄水が外部に流出しないよう床面の外周縁には全周に約

30cm の立ち上がりを有する構造となっている。 

 

  （２）施設内設備等 

    ①車両出入口 

車両の出入口（幅 5.8m 高さ 4.8m）は、扉を横にｽﾗｲﾄﾞすることにより開閉可

能で、焼却炉解体施設内へ荷物を搭載したまま搬入できる構造となっている。 

    ②負圧集じん機 

車両出入口に隙間があるため焼却炉解体施設内は完全密閉状態ではないが吸

引能力 30m3/min の負圧集じん機 2 台により内部を負圧に保ち、施設内から粉

じん等が外部に飛散しないよう対策を講じている。負圧集じん機で吸引された

ｴｱｰは内臓されたﾌﾟﾚﾌｨﾙﾀｰ、V-Bank ｶｰﾎﾞﾝﾌｨﾙﾀｰ、HEPA ﾌｨﾙﾀｰを通して外部へ排

気されており、ガス状および粒子状のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策がなされている。 

    ③除染用高圧洗浄機 

焼却炉解体施設内に搬入された焼却炉内部の残留灰・付着物は、高圧洗浄機

により洗染・除去される。発生する洗浄水は焼却炉 1 基 1 回あたり約１ｍ3であ

る。 

    ④洗浄水浄化設備 

有害物質を含む洗浄水は、焼却炉解体施設に併設する水処理施設で浄化され

た後、再び高圧洗浄用水として再利用されており、場外放流はしていない。 

洗浄水は、焼却炉解体施設内に設けられた排水ﾋﾟｯﾄから随時ﾎﾟﾝﾌﾟｱｯﾌﾟされ、

容量 18m3 の受水槽に貯留される。受水槽内の水量が 6m3 を超えた場合、凝集

沈殿処理→重金属処理→高分子凝集処理→活性炭処理を行い、清水槽（18m3）

に貯留している。 

    ⑤解体用重機 

焼却炉解体施設内には焼却炉解体時に使用するｺﾝｸﾘｰﾄ破砕機が搬入されてい

る。この破砕機ｴﾝｼﾞﾝ排ｶﾞｽ排出口は、場内に排ｶﾞｽが充満しないようﾎｰｽに接続

され、吸引ﾎﾟﾝﾌﾟで場外排出されている。 

    ⑥前室およびｾｷｭﾘﾃｨｰ設備 

作業員が焼却炉解体施設内へ入るには作業員詰所・更衣室・ｴｱｰｼｬﾜｰﾙｰﾑを経

由する必要がある。 

作業員詰所には緊急時連絡表が掲示されている。 

更衣室入口には連絡作業手順が掲示されている。また、更衣室内には防護ﾚﾍﾞ

ﾙ別保護具対応表が掲示されており、整理棚に保護具が整理整頓され、洗面設備



を有している。 

ｴｱｰｼｬﾜｰﾙｰﾑ入口には管理区域・開放禁止の表示があり、室内にはｼﾞｪｯﾄ風量

9m3/min、ｼﾞｪｯﾄ風速 20m/s 以上､ｼﾞｪｯﾄﾉｽﾞﾙ数 6 個の能力を持つｴｱｼｬﾜｰが設置さ

れている。 

焼却炉解体施設入口前には靴洗浄場が設置されている。 

 ３－２．焼却炉解体実態調査結果 

焼却炉解体の作業ｽｹｼﾞｭｰﾙは下表のとおりである。 

 

作業ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

作業日 作業内容 

第 1 日 10:30～ 事前準備（吊架台の設置作業） 

第 2 日 
 
 

9:40～  作業者全員による作業前危険予知活動ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 
9:50～  養生開始 
10:40   積込み完了 

第 3 日 
 
 
 

11:00～ 除染作業開始 
13:50～ 解体作業開始 
14:30  解体作業完了 
15:05  ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕物のﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸへの収納作業完了 

 



  ３－２－１．現地養生・吊り上げ・積込み・運搬方法の確認結果 

（１） 焼却炉の養生 

厚さ 0.15mm の防災ｼｰﾄおよび養生ﾃｰﾌﾟにより焼却炉の開口部（ごみ投入口、焼

却灰搬出口、煙突接続部）を閉塞した後、焼却炉上部面全体を当該ｼｰﾄで養生してい

た。 

 

（２） 焼却炉の吊り上げ、積込み 

当該焼却炉は底盤がない構造のため、そのまま吊り上げた場合、炉内部の残留灰

が飛散することとなる。そのため、炉が設置してあるｺﾝｸﾘｰﾄ舗装基盤（厚さ約 60mm）

ごと吊り上げる工法を採用していた。運搬車両への積込みまでの作業手順は以下の

とおりであった。 

① 焼却炉が設置されているｺﾝｸﾘｰﾄ舗装基盤を焼却炉壁から約 5cm 余してｺﾝｸﾘｰ

ﾄｶｯﾀｰで切断する。 

② ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰで切断された周辺のｺﾝｸﾘｰﾄ舗装基盤（焼却炉周辺約 20cm 幅）を

撤去する。 

③ 残されたｺﾝｸﾘｰﾄ舗装基盤の短辺 2 箇所の下部（砕石層）をすかし掘りし、H

型鋼（H-100）をはめ込み両端に吊フックを取り付ける 

④ 吊架台の端部 4 箇所にﾜｲﾔｰを掛け 25t ﾗｸﾀｰｸﾚｰﾝで吊り上げる。 

⑤ 根切りした状態で、焼却炉全体を養生ｼｰﾄ・養生ﾃｰﾌﾟで密閉養生する。 

⑥ 全体養生した焼却炉を産業廃棄物運搬車両に積込む。 

 

（３） 焼却炉の運搬 

積込んだ養生済みの焼却炉は、転倒防止のためﾜｲﾔｰで固定するとともに、飛散防

止ｶﾊﾞｰを掛けた状態で搬出していた。 

 

（４） 跡地の処理 

焼却炉が設置されていた跡地には焼却灰は目視で確認されなかった。跡地は整地

した状態で当日の作業は完了した。後日、ｺﾝｸﾘｰﾄを敷設し現状修復する予定である。 

なお、焼却炉が設置されていた場所から約 2m 離れた周辺土壌に存在していた焼

却炉由来と思われる焼却灰の処理については、自治体発注の当該工事仕様に含まれ

ておらず手付かずの状態であった。 

 

  ３－２－２．中間処理場での除染・解体方法の確認結果 

（１）除染準備 

焼却炉解体施設内に搬入された焼却炉の養生ｼｰﾄに破損は確認されなかった。 

ﾚﾍﾞﾙ２の防護具を装着した作業員 2 名が、除染作業前に焼却炉養生ｼｰﾄを取り外し



炉内部の残留灰を手作業で除去していた。取り外した使用済み養生ｼｰﾄはﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ

へ、除去した残留灰はﾀﾞｲｵｷｼﾝ廃棄物専用袋へ収納していた。 

なお、除染準備段階から解体作業完了まで負圧集じん機が稼動していたことを確

認した。 

 

（２）除染作業 

ﾚﾍﾞﾙ３の防護具（防水性の防護服およびｴｱﾗｲﾝ）を装着した作業員 2 名が、高圧洗

浄機を用いて焼却炉内部を洗浄し、炉内部の除染が完了したことを目視で確認して

いた。 

残留灰を含んだ洗浄水は床面（ｺﾝｸﾘｰﾄ構造）の自然勾配により集水ﾋﾟｯﾄに集まっ

ていた。また、床面の立ち上がり（高さ約 30cm）により洗浄水が施設外部へ漏出

することはなかった。 

炉内部の除染完了後、床面を高圧洗浄機で清掃していた。 

 

（３）解体作業 

解体作業はﾚﾍﾞﾙ 2 の保護具を装着した作業員 3 名（うち 1 名は重機のｵﾍﾟﾚｰﾀｰ）

により行われていた。 

解体作業前には、床面全体を散水により湿潤状態にするとともに、重機による解

体中も解体部分への散水を随時行い粉じんの飛散防止に配慮していた。 

重機による解体作業で発生する破砕物は、再利用可能なもの（鉄骨等）とそうで

ないもの（ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕物）とに分別し、ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕物はﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸへ収納していた。 

なお、解体作業に使用する重機から発生する排ｶﾞｽは吸引ﾎﾟﾝﾌﾟで場外排出されて

いたことを確認した。 

 

（４）解体に伴い発生した廃棄物の仮保管 

解体に伴い発生した残留灰は、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ廃棄物・特別管理産業廃棄物という標記の

ある専用袋 4 袋（合計約 0.5m3）に密封されたのちﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸにまとめて収納してい

た。ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕物は、ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ 3 袋弱（合計約 2m3）に収納していた。廃棄物が収

納されたﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸは、開口部をしっかりと紐で結び収納物が飛散しない状態で焼却

炉解体施設内に保管され、1～2 日後に委託処分する予定である。 











４．調査結果の総括と今後の課題 

 ４－１．移動解体工法ﾁｪｯｸ検討項目と実態調査結果との対比 

移動解体工法ﾁｪｯｸ検討項目と実態調査結果との対比は下表のとおりであった。 

 

移動解体工法ﾁｪｯｸ検討項目と実態調査結果との対比表 

工種区分 作業内容 ﾁｪｯｸ項目 調査結果 
評

価 
確認方法

事前調査 DXN 濃度確認 DXN ･重金属の

分析 

発注者の工事仕様に含まれて

いる場合仕様どおりに実施 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

工法適用の可否

判定 

発注者の工事仕様に基づき検

討 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

労基署届出 労基署事前協議 事業計画の告知、

特別教育 

必要時に実施 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

洗浄箇所管理区

域設定 

事前調査結果に

よる設定 

事前調査結果に応じて適切に

設定 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

作業届 基準 200kg/h 以

上、2m2以上 

1 基あたり必要規模以上のもの

について提出 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

現場炉体養

生 

周辺 4 面養生、仮

囲い 

有害物質の飛散

防止 

粉じん等が外部に飛散する恐

れがない工法のため実施して

いない 

△ 現地確認

躯体養生 開口、可動開閉部

の閉塞 

底盤部の養生も含め適切に実

施 

○ 現地確認

煙突取り外し 飛散防止 煙突は既に取り外されている

ため評価対象外 

- 現地確認

部位分離、養生 風力管理、作業中

連続測定 

附属設備が存在しないため評

価対象外 

- 現地確認

積込み、運

搬 

吊り上げ、積込み 横倒し積載の禁

止 

吊り上げから積込まで横倒し

の状態は無い 

○ 現地確認

跡地の処理 地表面残留物の

撤去と除染 

焼却炉跡地については残留物

が存在していないため除染の

必要なし。周辺土壌については

発注者の工事仕様に含まれて

いないため未実施 

△ 現地確認

移送 二重養生 飛散防止ｶﾊﾞｰで養生済みの焼

却炉全体を覆い移送 

○ 現地確認

落下時の汚染対

策 

汚染物の拡散防

止 

DXN 飛散防止剤を常備 

 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

特管物移送の措

置 

廃掃法に準拠 廃掃法に準拠にて移送 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

 

 



工種区分 作業内容 ﾁｪｯｸ項目 調査結果 評

価 

確認方法

中間処理場

関係 

施設内設備等 車両のまま入場

可能である 

建屋入口がｽﾗｲﾄﾞ式で車両のま

ま入場可能 

○ 現地確認

密閉養生が可能

である 

建屋入口に隙間があり完全密

閉構造ではないが負圧集じん

設備により場内を負圧に保持 

○ 現地確認

底盤が遮水性部

材である 

底盤はｺﾝｸﾘｰﾄ部材であり遮水

性を有する 

○ 現地確認

防流堤構造を有

する 

底盤から約 30cm の立ち上がり

が有り防流堤構造を有する 

○ 現地確認

洗浄水浄化設備

の併設 

洗浄水浄化設備を併設してい

る（処理水は再利用のため場外

放流はしていない） 

○ 現地確認

負圧集じん設備

の設置 

吸引能力 30m3/min×2 台の負

圧集じん設備を設置 

○ 現地確認

前室及びｾｷｭﾘﾃｨｰ

設備 

更衣室、洗面設備、ｴｱｼｬﾜｰ設備、

靴洗浄場を有する 

○ 現地確認

測定分析関係 作業環境測定 除染・解体作業時に随時測定 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

負圧排気中 DXN

測定 

発注者の工事仕様に明記され

ている場合実施 

△ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

敷地境界環境影

響調査 

発注者の工事仕様に明記され

ている場合実施 

△ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

施設内外差圧連

続計測 

発注者の工事仕様に明記され

ている場合実施 

△ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

除染作業後確認

分析 

3ng-TEQ/g を超える場合、除染

後確認分析実施 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

専従従事者の血

中DXN濃度管理

過去 10 年で 2 回実施 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 



 

工種区分 作業内容 ﾁｪｯｸ項目 調査結果 評

価 

確認方法

中間処理場

関係 

除染、解体作業 管理区域の決定 事前調査結果により管理区域

を決定 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

保護具 管理区分に応じた保護具の使

用 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

湿潤化、機器点検 解体前に散水による湿潤化実

施。機器は決められた頻度（使

用前点検または 1 回/月） 

で点検実施 

○ 現地確認

および 

ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

除染確認 作業責任者による目視確認 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

解体時溶断の禁

止 

溶断は行っていない ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

除染建屋内壁面

清掃 

作業終了後その都度高圧洗浄

機で清掃 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

汚染物質の仮保

管 

分別保管ﾔｰﾄﾞ専

用施設 

委託処分するまで雨水対策・漏

水対策がなされている焼却炉

解体施設内で保管 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

残留灰 専用の袋に密閉状態で保管 ○ 現地確認

洗浄凝集汚泥 基準項目の分析後、委託処理 ○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

廃棄物処分 移送 汚染物飛散防止

処置 

汚染物は飛散しないよう袋詰

めされた状態で移送 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

処分 ﾏﾆﾌｪｽﾄの整備 焼却炉 1基毎に委託処理してお

りそれに対応するﾏﾆﾌｪｽﾄが存

在する 

○ ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

 



４－２．実態調査結果と測定分析結果の総括 

今回調査対象とした小規模焼却炉移動解体作業内容を、ﾁｪｯｸ項目と対比した結果、

ほぼ問題のない状況であった。特に、現地での養生・吊り上げ作業は当初の作業計画

どおり行われ、炉内部の残留灰が飛散し従事する作業者や周辺環境に影響を及ぼす恐

れが全く無い状況で行われた。また、中間処理場の主要設備および作業従事者の防護

体制は充実しており、ここでも従事する作業者や周辺環境に影響を及ぼす恐れは全く

無い状況であった。今後、対策要綱を見直す上での一つのﾓﾃﾞﾙｹｰｽとして活用できる

ものと考えられる。 

焼却炉設置箇所の空気中ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度測定結果は、風上側と風下側でﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃

度に差は無く、撤去前解体が作業従事者や周辺環境への影響は無かったことが推察さ

れる。 

中間処理場での作業環境測定結果は、作業前および除染・解体作業中ともに第 1 管

理区分であり、作業従事者が当日装着していた防護具（ﾚﾍﾞﾙ 2～3）は想定ﾚﾍﾞﾙ以上の

ものを使用しており適切であった。 

炉内付着物の事前追加調査試験結果は、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度 0.035ng-TEQ/g で、自治体

が実施した事前調査結果 0.014ng-TEQ/g と若干の差異が認められた。その原因とし

ては、試料採取場所（炉壁面の位置）および採取方法（表面からの採取深度）の違い

が考えられる。 

周辺地表部の表層土壌調査結果は、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度 130pg-TEQ/g で、土壌環境基準

1,000 pg-TEQ/g を十分に満足するものであった。 

 



４－３．今後の課題 

今後の課題は以下のとおりである。 

（１）焼却炉周辺の残留灰の処理対策 

今回調査を行った焼却炉設置箇所周辺には、焼却炉から約 2m 離れた周辺土壌表

面に焼却炉由来と思われる残留灰が散在していたが、処理対策について工事発注仕

様書に記載されておらず、手付かずの状態で工事が完了している。当該箇所の土壌

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類調査結果（130pg-TEQ/g）は、環境基準（1,000pg-TEQ/g 以下）および

要調査基準（250pg-TEQ/g 未満）を満足しており問題ないと考えられるが、通常の

市街地よりは高い濃度ﾚﾍﾞﾙであり、場合によっては他ｻｲﾄの焼却炉設置箇所周辺にお

いて深刻な土壌汚染が存在しているｹｰｽも考えられる。今後、周辺の土地利用（幼児

の遊び場など）も考慮に入れ、周辺土壌に存在する残留灰等の事前調査および除去・

除染対策について検討する必要がある。 

（２）事前調査（炉内付着物の採取）方法の規定 

今回調査を行った炉内付着物の事前追加調査試験結果は、自治体が実施した事前

調査結果と若干の差異が認められた。管理区分・保護具ﾚﾍﾞﾙに変更が生じる程の差

異ではなかったが、試料の採取位置（極力煙突に近い炉壁面から採取する等）およ

び採取深度等（炉壁表面からの採取深度と範囲を指定する等）についての規定を検

討する必要がある。 

（３）撤去前解体方法の規定 

対策要綱には移動解体を前提とした撤去前解体（養生・吊り上げ・積み込み）の

方法および留意事項についての規定は存在しない。特に、今回調査を行った底盤が

無い構造の焼却炉の養生・吊り上げについては、残留灰が飛散しない工法を採用す

る必要がある。今後、これらの規定を検討する必要がある。 

（４）中間処理場の廃掃法上の位置づけ 

今回調査を行った中間処理場は、知事から廃棄物の処理及び清掃に関する法律第

14 条第 6 項の許可を受けた廃棄物焼却施設に係る燃殻、汚泥及びばいじんを洗浄・

分離する施設（焼却炉解体施設）として位置づけられている。しかし、除染・解体

を行うに必要となる設備・能力等の規定は存在しない。今後、これらの規定を検討

する必要がある。 
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